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サブバンドピークホールド処理を用いた音源方向推定の検討 
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あらまし  本報告では，音源方向推定技術の妨害要因である反射音への対策として，サブバンドピークホールド

処理を用いた手法を検討する。この方法は先行する直接音の振幅を保持し，後続の反射音をマスクする処理（ピ

ークホールド）をサブバンド信号に対して適用することで，反射音を軽減する。この処理を適用する音源方向推

定法としては，2 マイク信号間の時間差検出に基づく相互相関法を利用した。評価実験として，実環境下におけ

る音源方向推定実験を行い，提案法の有効性を検討した。その結果，従来手法である CC 法，PHAT 法よりも高

い反射音耐性が確認された。 
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Abstract  In this paper, we discuss the DOA (Direction Of Arrival) estimation method using sub-band peak hold 
processing, which avoid the undesirable effect of reflected sound in a room. In this method, the reflected sound is reduced 
by peak hold processing, which maintains the amplitude of the direct sound and masks subsequent reflected sound at each 
sub-band. The sub-band peak hold processing is applied with the cross-correlation function method, which is a typical DOA 
estimation method. To evaluate the effectiveness of the proposed method, a DOA estimation experiment was conducted 
under actual environmental conditions. As a result, the robustness of this method for reflected sound was shown to be higher 
than those of the conventional CC (Cross Correlation) and PHAT (PHAse Transform) methods. 
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1. はじめに  

音源方向の推定は，人とロボットのコミュニケーシ

ョン時に，ロボットが話者の方向を認識する技術 [1]
やテレビ会議システムで発言者を検出してカメラでク

ローズアップする技術 [2]，その他にも，騒音源の調査

や，遠隔監視システムで異常音の発生位置を推定する

技術など幅広い用途を持っている。  
しかし，室内で音源方向推定の技術を用いる場合，

周囲雑音や室内反射音の影響を無視することはできな

い。特に，屋外や室内近距離に比べ，屋内遠距離やア

レーが壁際にある場合は，ある特定の方向から大きな

反射音が到来するため，推定精度が大幅に劣化してし

まう問題がある [3]。この対策として我々は，先行する

直接音の振幅を保持して，後続する反射音をマスクす

るピークホールド処理 [4]を，サブバンド信号に対して

適用するサブバンドピークホールド処理 [5]の利用を

提案する。その結果，反射音の影響を大幅に軽減する

ことが確認できたので報告する。  
代表的な音源方向推定の方法には，受音信号の時間

差推定に基づく相互相関法 [6]，指向性ビーム走査によ

る出力パワー推定に基づくビームフォーマ法 [7]，受音

信号の空間相関行列の固有空間構造を利用した高い角

度分解能を有するサブスペース法 [7]の 3 つが主に挙げ

られる。本論文では，最も基本的な推定法である 2 つ

のマイクロホンを用いた相互相関法を用いて検討を進

める。  
 

2. 音源方向推定モデル  
図 1 に 2ch マイクロホンアレーに基づく音源方向推

定のモデル図を示す。このモデルでは音波を平面波と

仮定している。音源の方向 θs から音波が到来したとき，

2 つのマイクロホン M1, M2 で受音された信号 x1(t), 
x2(t)には時間差 τs が生じる。この τs は，音波が図中の

距離 ξ だけ進む時間であり，マイク間距離を d, 音速を

Copyright ©2008 by IEICE 



 
  
 

c とすれば次式のように表せる。  
τs = ξ / c = dsinθs / c  (1) 

この式を，θs について式を解くと次式のように表せる。 
θs = sin-1(c・ τs / d)  (2) 

このとき，d,c の値は既知であるので，τs を推定すれば

音源方向 θs が算出できる。  

3. 従来の音源方向推定法  
3.1. 相互相関関数法  

2 つのマイクロホンに基づいた音源方向推定の最も

基本的な方法は，受音信号 x1(t)と x2(t)との時間差 τs

を次式のように定義された相互相関関数 φ12(τ)の最大

値を与える τ の値として推定するものである。  
φ12(τ) = E [x1(t) x2(t - τ)]  (3) 

3.2. PHAT（Phase Transform）法  
式 (3)はクロススペクトル Φ  12(ω)を用いて，次式のよ

うに表すことができる。  
φ12(τ) = ∫Φ12(ω) ejω t  dω   (4) 

この時，周囲雑音や室内反射音などの環境下におい

て性能を確保するために Φ 12(ω)に様々な周波数重み

Ψ(ω)を付けることが提案されている（一般化相互相関

関数）[6]。その中で，クロススペクトルの振幅成分を

打ち消し位相項のみを用いる方法がPHAT法（又は白色

化相互相関法やCSP：Cross power Phase 法とも呼ばれ

る）である。PHAT法では，次式のように定義される白

色化相互相関関数 φP12(τ)の最大値を与える τの値とし

て時間差 τsを推定する。  
φP12(τ) = ∫ Ψ PHAT(ω) Φ12(ω) ejω t  dω 

= ∫ 1 / |Φ12(ω)|･Φ12(ω) ejω t  dω (5) 
この方法は，一般化相互相関関数の中でも高い反射

音耐性を持つとされている [9] ため，従来法として比

較対象に用いることにする。  
 

4. ピークホールド処理  
4.1. 相互相関関数の問題点とピークホールド 

室内遠距離で受音する場合，近距離に比べ，直接音

対反射音（DR）比が低下する。また，図 2 のようにア

レーが壁際となる場合には，近接した壁からの初期反

射音の影響が大きくなる。そして，それらの初期反射

音が特定の時刻に集中すると，その影響は更に大きな

ものとなる。よって，これらのような環境下では，良

好な推定結果を得ることが難しい。  
図 3 に，パルス信号の直接音に単一反射音が付加さ

れた場合の相互相関関数のモデル図を示す。図 3(a)は
受音信号 x1(t), x2(t)を表しており，第 1 のマイクロホ

ンの受音信号 x1(t)には，直接音及び反射音が含まれて

いる。第 2 のマイクロホンの受音信号 x2(t)には x1(t)
に比べて時間 τs 遅れて受音された直接音が含まれてい

る。また，反射音が x1(t)の場合とは異なった時間間隔  

 

d 

ξ

音波 M1 

M2 

x1(t)

x2(t)
θs

 
図 1 音源方向推定のためのモデル図  
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図 2 初期反射音の影響  
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図 3 相互相関関数とピークホールド  

の効果を示すモデル図  
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で含まれている。 
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図 3(b)はそれらから直接計算した相互相関関数を示

している。これより，相互相関関数には，直接音の時

間差 τs 以外に直接音と反射音，反射音同士の時間差に

起因する複数のピークが発生し，誤推定の原因となり

うることが分かる。そこで，この影響を軽減するため

に信号の最大値を一定時間保持するピークホールドを

用いた手法を検討する。  (a) 受音信号波形（音声）  
図 3(c)は受音信号にピークホールドをかけた信号を

示し，(d)はそれらの信号に対して時間差分をとった信

号を表している。そして，(e)は (d)の 2 つの信号から算

出される相互相関関数を表している。このように，ピ

ークホールドは直接音の大きさを保持して，後続する

低振幅の反射音をマスクするので，直接音の時間差 τs

が明確となる。  
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(b) ピークホールド信号  ただし，実際の適用においては，常に一定値での保

持を行うと，時間的に継続して発声される直接音をも

マスクしてしまい，後続する直接音成分の利用ができ

なくなったり，話者の移動などへの追随が困難となっ

たりする。そこで，ピークホールド値に室内残響相当

の減衰を持たせることにした。図 4 に，実際の音声を

用いた例を示す。(a)は受音信号波形，(b)はその振幅 2
乗とそれにピークホールドをかけた信号を示す。   

 
図 4 ピークホールド信号の例  
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4.2. 対数操作  
複数の初期反射音が近接した時刻に到来した場合，

それらの振幅が加算され，直接音の振幅よりも大きく

なることがある。  
図 5 に，直接音（パルス音）の 2 倍の反射音が付加

された例を示す。(a)はピークホールド信号とその時間

差分，(b)はピークホールド後に対数をとった信号とそ

の時間差分を示す。このように，ピークホールドのみ

では，振幅の大きい反射音をマスクしきれない。そこ

で，振幅を対数化することで，信号の立ち上がり部分

を更に強調し，その影響を軽減することができる。  

図 5 対数操作の効果を示すモデル図  
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5. サブバンドピークホールド（SBPH）処理  
5.1. 音声スペクトルの特徴  

まず，比較的に音源方向推定が容易な拍手音と困難

な音声との時間スペクトル上の違いについて説明する。 
図 6(a)に拍手音のスペクトログラム，図 6(b)に音声

のスペクトログラムを示す。一般的に，音の方向情報

は信号の立ち上がり部分の直接音において明確となる。

拍手音では，全帯域で信号の立ち上がり時刻が同一と

なっているので，この時刻の時間波形にピークホール

ドをかけることが有効となる。  
一方，音声の場合には，立ち上がり時刻が帯域毎に

異なり，また帯域によっては成分を持たないことがあ

る。よって，時間波形上では各帯域の直接音成分が時  
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(b) 音声  

 
図 6 拍手音と音声のスペクトログラム  

 



 
  
 

間的に分散してしまい，不明確となるためにピークホ

ールド処理の効果が十分発揮できない。  

5.2. サブバンドピークホールド処理  
前述した音声のように，立ち上がり時刻が帯域毎に

異なる信号に対しても対応可能とするためには，受音

信号を帯域分割し，帯域毎にピークホールドをかける

ことで直接音のみの観測機会を増加させることが有効

と な る 。 こ の 方 法 を サ ブ バ ン ド ピ ー ク ホ ー ル ド

（SBPH : Sub-Band Peak Hold）と呼び，その処理系の

ブロック図を図７に示す。  
図において，方向推定の前処理に，音声区間推定技

術（VAD；Voice Activity Detection）を設置している。

これにより，方向性を持つような非音声の環境雑音（例

えばドアの開閉音など）の影響を低減させている。ま

た，4.2 節で述べた対数操作を無音声時に行うと，雑

音の影響で誤差要因となるので，その影響の軽減効果

も有している。使用した音声区間推定法は付録に示す。 
処理の流れは，まず音声区間推定により受音信号か

ら抽出した音声を短時間フーリエ変換（STFT）し，振

幅成分の時系列 |Xi(ω,t)|（ i=1,2）を出力する。そして，

周波数成分毎にピークホールド処理（PH），対数操作

（ log），時間差分（Diff）の処理を行う。その後，2 つ

の受音信号の対応する周波数成分時系列毎の正規化相

関関数（Cor）を式 (6)から求めて，これを全ての周波

数に対して加算（式 (7)）し，その最大値から到来方向

を推定する。ただし，|Xi(ω,t)|p は時間差分出力を示す。  
φ12(ω,τ) = ∫ |X1(ω,t)|p･ |X2(ω,t-τ)|p dt  

/ ( ∫ |X1(ω,t)|p dt･∫ |X2(ω,t-τ)|p dt ) (6) 
φ12(τ) = Σω  φ12(ω,τ)    (7) 

 

6. パラメータ設定  
サブバンドピークホールド処理を効果的に行うた

めには，短時間フーリエ変換のパラメータであるフレ

ーム長，シフト長，分析窓関数を適切に定める必要が

ある。  

6.1. STFT の分析フレーム長とシフト長  
図 8(a)にシミュレーションで求めたインパルス応答

を，(b)~(d)に分析フレーム長のサンプル数を 16, 32, 64
と変化させた場合のサブバンド信号（1000 Hz 付近）

の振幅を示す。一般的に，フレーム長を長くして周波

数分解能を高めることで，より多くの帯域で直接音成

分が観測可能となる。しかし，(d)のように，長くし過

ぎると直接音と反射音が融合して立ち上がり時間が不

明確になる。このトレードオフ関係があるため，フレ

ーム長は，用途によって使い分ける必要がある。本論

文では，方向推定の許容誤差を 5deg.または 10deg.で評

価しているため，ピーク値が少しずれても，予備実験

において大きな誤差が比較的少なかったフレーム長の  
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図 7 サブバンドピークホールド（SBPH）処理  

のブロック図  
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図 8 フレーム長と時間分解能  
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図 9 実験配置図  
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 32 サンプルとした。また，今回は，演算量よりも推定

精度の評価を狙いとしたため，シフト長は 1 サンプル

とした。  
 

表 1 実験条件  
6.2. 窓関数  

短時間フーリエ変換する際，フレーム長が短いと周

波数特性において窓関数のサイドローブの影響が大き

くなる。そこで，本論文ではメインローブが幅を持っ

ても，このサイドローブの影響を完全に抑えるために，

メインローブの最大値に対してサイドローブの最大値

が 100 dB 程度低下するようなチェビシェフ窓を設計

し，使用した。  
 

7. 評価実験（実環境下における方向推定実験） 
提案法（SBPH 法）の有効性を確認するために，実

際の室内音場において，反射音耐性の評価を行った。

表 1 に実験条件を，図 9 に実験配置図を示す。この実

験では，反射音の影響が大きい条件を想定し，アレー

を囲むように 2 つの反射板を配置した。   
また，音源としてスピーカを用いると，人間が発声

するより指向性が鋭いので反射音の影響が軽減される

（実験条件下で DR 比が約 5dB 上昇した）。よって，音

源にはスピーカを用いず，男性 2 人が直接発声するよ

うにした。実験で用いた発声単語は「ばくおん」と「お

んきょう」である。比較対象の従来法には，PHAT 法

を用いた。  
全 60 条件における実験結果の正解率を図 10 に示す。

(a)が許容誤差を 5deg.とした時，(b)が許容誤差を 10deg.
とした時の正解率である。これより，許容誤差 5deg.
の時，PHAT 法の正解率が 62%であるのに対し，SBPH
法では 78％と高い正解率が得られている。更に，許容

誤差 10deg.とすると PHAT 法の正解率は 69%（誤答率

約 30%）であるのに対し，SBPH 法の正解率が 95％（誤

答率 5%）と大幅に向上していることが分かる。この

ことより，SBPH 法が PHAT 法に対する優位性は，許

容誤差を大きくするほうが大きくなることが分かり，

許容誤差を 10deg.とした場合には，PHAT 法による誤

差率を 1/6 に低減することができた。  
次に，このことを推定誤差の大きさのヒストグラム

において詳しく見てみた（図 11）。 (a)が PHAT 法， (b)
が SBPH 法による推定誤差の大きさである。図 11(a)
より，PHAT 法では推定誤差の大きな誤りがいくつも

見られる。これらは，直接音とは大きく異なった反射

音の方向を誤って音源方向として推定した結果と考え

られる。一方，SBPH では，誤差の大きさがほぼ 10deg.
の範囲に収まっている。このことは，反射音の影響で

音源方向推定に若干のズレは発生するが，全く異なっ

た方向からの反射音の影響は抑圧できていることを示

している。この結果より，提案法（SBPH 法）が反射  

標本化周波数  12000 Hz 
部屋の寸法  9.0[W]×5.0[D]×2.4[H] [m]

残響時間  0.4 s 
騒音レベル  45 dB 

マイク間距離  d 0.6 m 
音源距離  r 1, 2, 3 m 
音源方向  θs -60, -30, 0, 30, 60 deg.

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 許容誤差 5deg.    (b) 許容誤差 10deg. 
 

図 10 正解率  
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(b) SBPH 法  
 

図 11 推定誤差のヒストグラム  
 
 

 



 
  
 

 

音の影響軽減に有効であることが示せたものと考える。 
 

8. むすび  
本論文では，室内反射音の影響を軽減する新しい音

源方向推定法として，サブバンドピークホールド法

（SBPH 法）を提案し，その有効性を確認した。  
 SBPH 法は，受音信号を短時間フーリエ変換により

サブバンド信号とし，その振幅時間系列にピークホー

ルド処理を行った後に，相関を計算する方法である。

今回は 2 つのマイクの時間差に基づいて音源方向推定

を行う手法に適用し，最も一般的な相互相関法（CC
法）及び，従来，反射音耐性が良好であるとされてい

る PHAT 法（CSP 法）との比較評価を行った。  
 性能評価は，実環境下実験において行い，その結果，

SBPH 法は CC 法や PHAT 法よりも高い正解率を得るこ

とができた。更に，実験結果の誤り分析を行った結果，

PHAT 法は様々な方向から到来する反射音の方向を誤

推定するのに対し，SBPH 法は反射音の影響が小さく，

多くの誤差が音源方向から 10deg.以内に含まれている

ことが分かり，その有効性の確認ができた。  
今後の検討課題としては以下のことが考えられる。 
1) ピークホールド処理は，立ち上がりの異なる単語

や音韻によって反射音耐性が変わってくると予想され

る。本報告では，「ばくおん」と「おんきょう」の 2
単語でのみ評価したが，もっと多くの単語で評価する

必要がある。  
 2) 今回の実験では，騒音レベル 45 dB と比較的静か

な環境での測定であったため，耐雑音性の評価もして

いく必要がある。  
 3) これら数多くの条件における評価実験となるた

め，鏡像法を用いた計算機シミュレーションを併用さ

せ，評価していく。  
 

付録  
今回使用した音声区間推定法（VAD）について説明

する。音声区間は，主に 2 つの手法を組み合わせて推

定した。1 つは，確率モデルに基づく手法で，定常性

雑音に対して高い VAD 性能を示す。もう１つは，音声

の周期性の有無に着目した手法で，非定常な突発性雑

音を音声と誤判定することを防止する。  
最終的な判定は，1 つの音声区間には必ず有声音が

存在すると仮定し，確率モデルに基づく判定結果のう

ち，有声音が存在しない区間を非音声区間と判定する

ことで，突発性雑音を排除する。  

(1) MMSE の確率モデルに基づく手法  [9] 
 定常雑音に頑健な推定法として，MMSE (Minimum 
Mean Square Error) [10] の確率モデルに基づく手法が

提案されている。この手法は，受音信号が音声状態

（H1）と非音声状態（H0）を遷移する信号であると仮

定している。よって，周波数帯域毎にそれぞれの状態

に属する確率の比（尤度比 Δω）を式 (A1)から求め，そ

の相乗平均 logΔ（式 A2）が閾値より大きい区間を音

声区間候補とする。これらの確率モデルは MMSE で定

義されているものを用いる。  
Δω = p(Xω | H1) / p(Xω | H0) 

= 1 / (1+ξω) exp{γωξω / (1+ξω)}  (A1) 
logΔ = Σω  logΔω   (A2) 

ここで，Xω は入力信号の短時間スペクトル，ξω は事

前 SN 比， γω は事後 SN 比を示す。ここで，ξω は直接

決定法 [10] により推定した。  

(2) LPC 分析に基づく手法  [11] 
音声の特徴でもある周期性の有無に着目した推定

法を併用することで，突発性雑音に対して頑健とする。

具体的には，LPC (Linear Predictive Coding) 分析の残

差信号を算出し，その自己相関関数から周期性の有無

を検出する。この時，周期性を持つ有声音の場合は基

本周期の整数倍で大きな相関を示す。よって人間の基

本周期（ピッチ周期）にあたる 3ms ~10ms 間に大きな

相関を示した場合には有声音が存在すると推定できる。 
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